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研究成果の概要（和文）：　本研究では、第一に、研究者へのインタビュー調査により、少年矯正に関する欧州
レベルの国際人権法の規範構造と「最善の利益」原則の基本的な意義を確認することができた。第二に、資料分
析と、研究者及び実務家へのインタビュー調査により、州法として制定されているドイツの少年行刑法の基本構
造と現在の実務上の課題を把握できた。そして第三に、文献調査とインタビュー調査により日本における少年矯
正法（少年院法・少年鑑別所法）の歴史的意義の解明と現在の運用上の課題を明確化できた。
　その成果は、「少年矯正法の系譜と新法の課題」、「ドイツ少年司法の展開と課題」などの論文や、「再び少
年法を考える」などの学会報告で公表した。

研究成果の概要（英文）：In this research, firstly, through interviews with researchers, I was able 
to ascertain the basic significance of the normative structure of international human rights law at 
the European level on juvenile correction and the meaning of the "best interest" principle. 
Secondly, through the data analysis and interviews with researchers and practitioners, I was able to
 grasp the basic structure and the current practical problems of the german juvenile correction 
codes as the state laws. Thirdly, it was possible to clarify the historical significance of the 
juvenile correction law (juvenile training school law and juvenile classification center law) and 
the current operational issues in Japan through literature research and interview survey.
The results were published in papers and academic reports such as "Genealogy of the Juvenile 
Correction Law and Issues of the New Law", "Development and Issues of the German Juvenile Judiciary"
 and "An Analysis of the Juvenile Law".

研究分野：刑事政策学

キーワード： 少年矯正　少年行刑　少年院　少年鑑別所　少年刑務所　ドイツ　国際人権法

  ４版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）少年院法・少年鑑別所の制定 
 少年院法案と少年鑑別所法案（「少年矯正
法」）が、2012 年に国会に提出され、2014
年に成立した。この法律は、「権利義務関係
の明確化」と「施設運営の透明性の確保」と
いう先に行われた成人矯正改革と共通した
事柄を目的に据えたこともあり、章立てや基
本となる条文のつくりが成人矯正法と酷似
している。そのため、却って少年矯正の独自
性が不明確になる事態が生じている。こうし
た状況で重要になるのが、法案が少年矯正の
処遇の原則として明示した「少年の最善の利
益」原則である。この原則は、子どもの権利
条約をはじめとする国際人権法規範で承認
されたものであり、成人矯正法では処遇の原
則とはされていないため、少年矯正法の独自
性を理論と運用の上で担保する重要な基点
となることが予想される。しかし、この「最
善の利益」原則が、少年矯正の領域で具体的
に何を意味し、何を求めるのかは、いまだ未
解明である。そこで、既に国際人権法規範を
指針として少年矯正改革を行った他国の立
法・運用例を体系的に分析、検討することが
喫緊の課題である。 
（2）国際人権法をめぐる動き 
 また、近時、欧州評議会レベルでは、少年
矯正に関係する重要な規則の制定が相次い
でいる（グライフスヴァルトルールズ、子ど
もにやさしい司法に関する欧州評議会指針
［2010 年］）。これは、国連レベルの規則を
さらに発展させる少年司法に関する最新の
国際人権法規範であるといえる。この国際人
権法規範の内容と欧州諸国に与えている立
法・運用上の影響を、現時点において分析す
る必要性が極めて高い。 
（3）少年矯正実務で蓄積された経験の理論
化 
 さらに、従前から、少年矯正の領域では成
人矯正とは異なる実務経験の蓄積が見られ
た。しかし、少年矯正の領域で蓄積されてき
た経験を学術的観点から、理論化する試みは
少なかった。新法制定・運用の初動期にあた
る現在、「少年の最善の利益」原則がこの蓄
積された経験といかに接合可能か、その分
析・検討が不可欠である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、少年矯正法における「最善の利
益」原則に焦点をあて、少年司法全体の理
論・実務に応用的に展開するための基盤とな
る研究を行ことを目的とした。具体的には、
次のことを目的とした。 
（1）欧州での少年矯正領域における国際人
権法規範の構造の解明 
 制定過程の議論や規則に付された註釈の
分析を踏まえて、「制裁又は措置を受ける少
年の法違反者のための欧州規則」や「子ども
にやさしい司法に関する欧州規則」の規範構
造を分析する。また、成人矯正に関する「欧

州刑事施設規則」と比較して、その構造を浮
き彫りにする。 
（2）ドイツにおける少年矯正法と成人矯正
法の異同の明確化 
 ドイツでは、2006 年の連邦憲法裁判所と
同年の連邦制度改革を契機として、各々の州
が少年行刑法と成人行刑法を制定している。
少年矯正法と成人矯正法の比較が、1国で 16
州につき可能であり、かつ最新の国際人権法
を参照して立法作業を行ったという特性に
着目し、国際人権法規範の具体的影響と「最
善の利益」原則の機能の分析を視点として、
ドイツの少年矯正法の規範構造と実務運用
の現状を明らかにする。 
（3）日本における刑事施設処遇法と少年院
法・少年鑑別所法の規範構造の異同の明確化 
 日本における成人矯正法と少年矯正法の
規範上の異同がどの点にあるか、これまでの
運用実態や法案の歴史的分析も含めて、具体
的・逐条的に整理・検討する。特に矯正教育・
社会復帰支援・医療・規律秩序の維持・外部
交通・救済の申出を中心として、少年矯正法
に特有の条項と、成人矯正法と共通する条項
に整理し、成人矯正法と共通する条項につい
ては「最善の利益」原則を基軸として少年の
特性を反映した解釈・運用がどこまで可能か、
具体的に明らかにする。 
（4）少年矯正における「最善の利益」原則
の意義と射程の明確化 
 以上の（1）最新の国際人権法規範との適
合・接合可能性と（2）ドイツとの比較、（3）
日本の実態を踏まえて、少年矯正法において
「最善の利益」原則が具体的にどのような運
用上の考慮と立法措置を求めるのかを明ら
かにする。それを踏まえて、日本法の運用
上・立法上の課題を明らかにし、その解決方
法を具体的に呈示する 
 
３．研究の方法 
 本研究で用いた方法は、①欧州評議会レベ
ルの少年矯正領域に関係する国際人権法規
範の文献調査、国際文書に付された註釈の分
析、国際人権法規範制定作業従事者へのイン
タビュー調査、②ドイツ 16 州の少年矯正法
に関する文献調査、州法制定作業従事者・研
究者（元・現）実務家へのインタビュー調査・
アンケート調査、③日本の（元・現）実務家
に対するインタビュー調査である。 
 
４．研究成果 
（1）本研究では、当初、日本及びドイツに
おいてアンケート調査を実施することも予
定した。しかし、日独の両国において新しい
少年矯正法（少年院法、少年鑑別所法;少年
行刑法）が施行されて間もない時期という事
情から、初動期における実務運用に関するイ
ンタビュー調査に注力をしたことにより、ア
ンケート調査まで実施することができなか
った。もっとも、文献調査及び研究者との情
報交換に基づきインタビュー調査を的確か



つ効率的に行えたことで、そこで予定した作
業の大方は埋め合わせができたと考えてい
る。 
 本研究では、各種資料の収集を行うととも
に、文献調査及びインタビュー調査を実施で
きた。その結果、第一に、研究者へのインタ
ビュー調査により、少年矯正に関する欧州レ
ベルの国際人権法の規範構造と「最善の利
益」原則の基本的な意義を確認することがで
きた。第二に、資料分析と、研究者及び実務
家へのインタビュー調査により、州法として
制定されているドイツの少年行刑法の基本
構造と現在の実務上の課題を把握できた。そ
して第三に、文献調査とインタビュー調査に
より日本における少年矯正法（少年院法・少
年鑑別所法）の歴史的意義の解明と現在の運
用上の課題を明確化できた。より細かくいえ
ば、次のような成果を得た。 
 
（2）具体的な研究成果 
 ①少年矯正に関する欧州レベルの国際人
権法の規範構造と「最善の利益」原則の基本
的な意義の確認 
 少年矯正の領域における最新の国際人権
法の規範構造を明らかにする目的から、少年
矯正に関係する「制裁又は措置を受ける少年
の法違反者のための欧州規則」（グライフス
ヴァルトルールズ、2008 年）と「子どもにや
さしい司法に関する欧州規則」（2010 年）を、
成人矯正に関する「欧州刑事施設規則」（2006
年）と比較検討した。具体的には、制定資料
や規則に付された註釈を含めて、これらの規
則の条項を逐条的に比較対照するとともに、
関係する文献の調査を進めた。その上で、制
定段階で成人に対する規則と少年に対する
規則の異同がどこに求められたのか、「最善
の利益」原則がどのように考慮されたのかを
明らかにするために、規則の制定作業に従事
した研究者へのインタビュー調査を行った。 
 ②州法として制定されているドイツ少年
行刑法の基本構造と現在の実務上の課題の
把握 
 2000 年代中盤から制定作業が進み、現在運
用に移され、部分的には改正作業も行われて
いるドイツ各州の少年矯正法の法制度上・運
用上の特質と、そこへの欧州規則の影響を明
らかにするために、分析を行なった。具体的
には、州議会の会議録などの関係文献を、少
年矯正法と成人矯正法の双方について、収
集・分析を行った。また、実際に法運用にあ
たっている実務家に対するインタビュー調
査を実施した。これらの作業を通して、州法
として制定されているドイツ少年行刑法の
基本構造と現在の実務上の課題を把握する
ことができた。 
 ③日本における少年矯正法（少年院法・少
年鑑別所法）の歴史的意義の解明と現在の運
用上の課題の明確化 
 日本における成人矯正法と少年矯正法の
規範上・運用上の異同を明確化する目的から、

刑事施設処遇法と少年院法・少年鑑別所法を
逐条的に整理・検討するとともに、関連文献
の収集を行った。また、「最善の利益」原則
を基軸として少年の特性を反映した解釈・運
用がどこまで可能か、従前の実務運用との接
合可能性を明らかにするために、矯正実務経
験者を対象としたインタビュー調査を行っ
た。その結果、日本における少年矯正改革の
歴史的意義を明らかにするとともに、現在の
制度運用上の課題を明確にすることができ
た。 
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